
             
■学校経営のポイント 

         

                                                                                                                  
 

 年度の節目 似合わぬことと 知りつつ敢えて“危

機テーマ”（都々逸） 
というわけで，今回は，上記のようなテーマで述べ
させていただく。 

国際社会の荒波と自然界からの挑戦を十分に意識
した学校経営の必要性を感じてのことである。 

 

 3 月 17 日午後 8時（現地時間），ブッシュ米大統
領は，イラクのサダム・フセイン大統領らが 48 時
間以内に「亡命」しない限り，イラクに対する武力

行使に踏み切るという最後通告を行った。 
武力攻撃の規模や期間等は定かでないが，武力攻

撃の実施は，フセイン大統領が「亡命」を拒絶し，

イラクが徹底抗戦するとの声明を発表したことによ
り，決定的となり，攻撃は開始された。 
 解説するまでもなく，わが国の小泉政権は，アメ

リカの方針を支持する立場を鮮明にしている。国連
の加盟国のなかでも際立った存在となっており，そ
れだけに武力攻撃の実施に対するイラクからの反発

はもちろんのこと，武力行使に反対している国内・
国外さまざまな人々によるさまざまな方法による抗
議行動の活発化・顕在化は避けがたい。 

しかし，児童・生徒の多くは，この危機を身近な
問題としては実感できていないであろう。 
危機に対する備えの自覚が十分ではない児童・生

徒に対して，各学校ではイラク攻撃による波及現象
としての抗議行動，とくに違法な犯罪行為（テロ行
為）に巻き込まれることのないように注意を促す取

組みを行っていただきたい。 
 「春季休業中だから，対策など必要がない」と発
想するのではなく，「春季休業中だからこそ，対策

の徹底を期す」という発想が教職員には必要である。 

都市部の場合には，多くの人々が集まりやすい場
所への出入り，輸送手段の利用等について，必要と
思われる備えを児童・生徒に促し，保護者にも注意

の必要性を訴えていただきたい。 
 

 ブッシュ大統領のイラク攻撃についての最後通告

が 1日遅れていれば，わが国の新聞でもっと大きく
取り上げられていたのは，「中央防災会議」の東海
地震対策専門調査会（座長・岡田恒男・芝浦工業大

学教授）による“死者が最大で 9200 人，経済的被
害約 37 兆円”とする東海地震の被害想定の報告で
ある（18日）。 

 東海地震と聞いて，まるで他人事のように考えて
いたのでは，「危機管理」の発想がまったく身につ
いていないことになる。 

東海地震といっても，被害の発生範囲は千葉県か
ら和歌山県にまで及んでの一都九県が想定されてい
る。そして，地震発生の危機は，この「東海地震」

に限らないことは，これまでの経験と報道ですでに
明らかである。報告は，単なる主観や占いの類とは
一線を画するものである。 

 いたずらに児童・生徒や保護者の精神的不安をあ
おるような内容ではなく，冷静に，しかも迫り来つ
つある危機への備えの自覚と方法的な要点の理解を

促すようなものとなるように，各学校においては指
導・啓発の方法に工夫を試みていただきたい。 

（わかい・やいち＝上越教育大学教授） 
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